
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

3－1－1 3－4－1 －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

264,810 264,810 0 0 264,810

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

416,000 416,000 416,000 1,248,000 655,000 655,000 1,965,000 655,000 655,000 655,000 655,000 2,620,000 5,833,000

416,000 770,000 770,000 1,956,000 655,000 0 2,611,000

206,000 618,100 355,290 1,179,390 0 0 1,179,390

416,000 416,000 416,000 1,248,000 655,000 655,000 1,965,000 655,000 655,000 655,000 655,000 2,620,000 5,833,000

416,000 770,000 770,000 1,956,000 0 0 655,000 0 0 0 0 0 2,611,000

206,000 618,100 620,100 1,444,200 0 0 0 0 0 0 0 0 1,444,200

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止対策のため
事業を中止した
ことによる減

高齢者等スマー
トフォン体験教
室の執行残

市民大学の講師
謝礼の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 事業拡大(高齢
者等スマート
フォン体験教
室)による増

前年度と同額 市民大学の講師
謝礼の減

実　績　額 0

事業費予算の
内容

講師謝礼
416千円

講師謝礼
770千円

講師謝礼
770千円

講師謝礼
655千円

事 業 費 合 計 計　画　額 655,000

予算計上額 655,000

予算計上額 655,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 655,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

公民館開設以来、各種の講座、教室などを開催している。
その内容は教養や健康・生活・技能など多岐にわたり、毎年内容の見直しを行いながら現在に至っている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

地域課題や市民の学習ニーズに対応した講座・教室・講演会を開設して、継続的に学習を行う公民館におけるグルー
プ・サークル活動について、グループ・サークルの活性化を図りながら、誰もが経済力等の境遇に左右されることなく
公平に学ぶことのできる機会を確保し、地域課題の解決、市民の教養の向上や技術の習得につなげる。

地域課題や市民の学習ニーズに対応した講座・教室・講演会を企画する。周知方法については、広報すながわ・オアシ
ス通信・パンフレット等により行い、申し込みは、公民館窓口又は電話等で受け付ける。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

一般市民
講座・教室・講演会への市民の参加を得ることにより、地域課題の解決、市民の教養の向上や技術の習得の機会が確保
される。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 公民館主催事業 昭和56年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－1 公民館管理係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 13 13 13 13 13 13 13 13 13

実績値 10 15 14

計画値 300 293 286 272 265 258 251 244 237

実績値 61 307 353

達成されている

少し上がっている

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析：
市民大学、公民
館講座・教室の
受講者数や実施
回数は令和２年
度よりは増加し
たが、新型コロ
ナウイルス感染
症拡大防止対策
のため事業を中
止したことや参
加人数の制限を
行ったため、活
動指標及び成果
指標の計画値は
下回っている
が、学びの機会
の公平性は一程
度確保されてい
ることから、そ
れなりの実績は
あがっているも
のと評価する。

自己分析：
市民大学、公民
館講座・教室の
受講者数や実施
回数は令和３年
度よりは増加し
て学びの機会の
公平性は一程度
確保されている
ことから、それ
なりの実績は上
がっているもの
と評価する。

自己分析：
市民大学、公民
館講座・教室の
受講者数は令和
４年度より増加
しており、学び
の機会の公平性
は一定程度確保
されていること
から、それなり
の実績が上がっ
ているものと評
価する。

判断理由：
市民大学、公民
館講座・教室の
受講者数や実施
回数は令和３年
度よりは増加し
て学びの機会の
公平性は一程度
確保されている
ことから、それ
なりの実績は上
がっているもの
と評価し、「極
めて良好であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
　各種の事業を行い、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与する
ため、「現状のまま継続」とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

13

成果指標１
（単位/人）

279

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：公民館講座等受講者数 指標の求め方：公民館講座等受講者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：公民館講座等実施回数 指標の求め方：年度内に実施した市民大学講演会、公民館講座、公民館教室の開催回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

14,000 14,000 14,000 42,000 14,000 14,000 42,000 14,000 14,000 14,000 14,000 56,000 140,000

15,000 15,000 14,000 44,000 14,000 0 58,000

13,000 15,000 14,000 42,000 0 0 42,000

6,000 6,000 6,000 18,000 6,000 6,000 18,000 6,000 6,000 6,000 6,000 24,000 60,000

6,000 6,000 6,000 18,000 6,000 0 24,000

6,000 6,000 6,000 18,000 0 0 18,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 200,000

24,000 24,000 20,000 68,000 20,000 0 88,000

20,237 24,000 20,000 64,237 0 0 64,237

11,000 11,000 11,000 33,000 11,000 11,000 33,000 11,000 11,000 11,000 11,000 44,000 110,000

6,000 6,000 11,000 23,000 11,000 0 34,000

6,000 5,600 10,980 22,580 0 0 22,580

51,000 51,000 51,000 153,000 51,000 51,000 153,000 51,000 51,000 51,000 51,000 204,000 510,000

51,000 51,000 51,000 153,000 0 0 51,000 0 0 0 0 0 204,000

45,237 50,600 50,980 146,817 0 0 0 0 0 0 0 0 146,817

目的
(何のために実施する
のか）

公民館グループ・サークルと連携し、公民館へ来館が困難な市民に対して学習を始めるきっかけを提供し、公民館グ
ループ・サークルの学習成果の地域還元をすることにより、グループ・サークルの活性化を促す。

公民館グループ・サークルで活動している人材が主体となり、市内東・南・北地区コミュニティセンター、町内会館等
で講座を開催することに関する情報提供や調整を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

公民館への来館が困難な市民

　公民館への来館が困難な市民が、身近な場所において学習体験をすることにより、学習活動をはじめるきっかけを得
ることができる。
　公民館グループ・サークルにおいても、新規加入者の増加が見込まれ、また、学習成果を地域還元することを通し
て、活動の活性化が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 出張公民館事業 平成25年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－1 公民館管理係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成23年度より事業実施に向けて意向調査・調整等を行い、平成25年度より実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額 6,000

予算計上額 6,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 14,000

予算計上額 14,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 11,000

そ の 他 計　画　額 20,000

予算計上額 20,000

事 業 費 合 計 計　画　額 51,000

予算計上額 51,000

予算計上額 11,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

消耗品費51千円 消耗品費51千円 消耗品費　51千
円

消耗品費　51千
円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度と同額 前年度と同額

実績との比較
（増減理由）

執行残 執行残 執行残

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 5 5 5 4 4 3 3 3 3

実績値 0 0 0

計画値 50 50 50 40 40 30 30 30 30

実績値 － - -

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
公民館に来館が
困難な市民や地
域の学習機会の
提供、学習の
きっかけ作り、
また、公民館グ
ループ・サーク
ルの学習成果を
地域に還元と
いった効果が期
待できる意義深
い事業ではある
が、令和２年度
よりもコロナ禍
が深刻化したた
め、令和３年度
も講座を開催す
ることができな
かった。このた
め、適切な評価
をすることが困
難である。

自己分析：
公民館に来館が
困難な市民や地
域の学習機会の
提供、学習の
きっかけ作り、
また、公民館グ
ループ・サーク
ルの学習成果を
地域に還元と
いった効果が期
待できる意義深
い事業ではある
が、令和３年度
に続き、令和４
年度も講座を開
催することがで
きなかった。こ
のため、適切な
評価をすること
が困難である。

自己分析：
公民館に来館が
困難な市民や地
域の学習機会の
提供、学習の
きっかけづく
り、また、公民
館グループ・
サークルの学習
成果を地域に還
元といった効果
が期待できる意
義深い事業では
あるが、令和５
年度も講座を開
催することがで
きなかった。こ
のため、適切な
評価をすること
が困難である
が、地域の学習
機会を提供する
ことは一定程度
できている。

判断理由：
公民館に来館が
困難な市民や地
域の学習機会の
提供、学習の
きっかけ作り、
また、公民館グ
ループ・サーク
ルの学習成果を
地域に還元と
いった効果が期
待できる意義深
い事業ではある
が、令和３年度
に続き、令和４
年度も講座を開
催することがで
きなかった。こ
のため、適切な
評価をすること
が困難なため、
「普通である」
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：講座開催数 指標の求め方：年度内に開催した講座の数をカウント

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：講座出席者数 指標の求め方：講座出席者数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/講座）

4

成果指標１
（単位/人）

40

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
　本事業は、継続的なグループ・サークルの活動ではなく、体験活
動や見学の機会の提供として進めていくことから、「現状のまま継
続」とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

3－4－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 188,500,000 188,500,000 0 188,500,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

5,500,000 6,524,000 12,024,000 29,000 3,450,000 0 15,474,000

0 2,600,000 2,600,000 3,421,000 0 6,021,000

0 2,596,000 2,596,000 0 0 2,596,000

0 5,500,000 6,524,000 12,024,000 188,529,000 0 191,950,000 0 0 0 0 0 203,974,000

0 0 2,600,000 2,600,000 0 0 3,421,000 0 0 0 0 0 6,021,000

0 0 2,596,000 2,596,000 0 0 0 0 0 0 0 0 2,596,000

目的
(何のために実施する
のか）

公民館施設機能を維持することにより、市民一人ひとりの学習ニーズや地域課題の要請に応じた生涯学習の拠点機能を
確保するため。

定期的に施設の状態を点検・記録して、施設本体、設備又は備品等の破損・劣化度を把握しつつ、長期的視点から最も
経済的な費用となるよう、計画的に改修・管理を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市公民館 施設の機能に起因した事故や苦情がなくなり、また、予期しない休館の未然防止となる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 公民館施設整備事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－1 公民館管理係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和56年10月14日完成、大規模改修については、昭和56年度排水管制水扉設置工事、昭和57年度水防対策設備工事、昭和59年度地下書庫改修工事、昭和60年度スピーカー取付工事、平成２年度オイル配管改修工事、平成４年度ボイラー補修工
事、平成６年度屋上防水補修工事、内部改修工事、平成14年度放送設備改修工事、平成15年度温水ボイラー改修工事、平成19年度トイレ改修工事、平成21年度西側外壁塗装等工事を実施、平成27年度耐震改修工事

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 3,421,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 3,421,000

予算計上額 3,421,000

予算計上額 3,421,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

委託料　2,600
千円

修繕料　528千
円
工事請負費
2,893千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

臨時事業 臨時事業

実績との比較
（増減理由）

入札残

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 359 359 359 359 359 359 359 359 359

実績値 234 359 359

計画値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0 0

達成されている

変わらない

上がっている

総合評価 普通である

自己分析：
施設機能に起因
する使用不能と
なった案件はな
く、日常的・定
期的な施設の保
守管理業務を行
うなど計画的な
維持に努め、生
涯学習の拠点機
能を維持するた
めの実績は一定
程度上がってい
ると考える。

自己分析：
施設機能に起因
する使用不能と
なった案件はな
く、日常的・定
期的な施設の保
守管理業務を行
うなど計画的な
維持に努め、生
涯学習の拠点機
能を維持するた
めの実績は一定
程度上がってい
ると考える。

自己分析：
公民館全館に無
線ＬＡＮアクセ
スポイントを設
置することによ
り、インター
ネット通信環境
が整備された。

判断理由：
施設機能に起因
する使用不能と
なった案件はな
く、日常的・定
期的な施設の保
守管理業務を行
うなど計画的な
維持に努め、生
涯学習の拠点機
能を維持するた
めの実績は一定
程度上がってお
り、「普通であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：開館日数 指標の求め方：公民館の開館日数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：施設機能に起因する使用不能件数 指標の求め方：年度内における施設機能が起因して使用できない件数をカウント

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/日）

359

成果指標１
（単位/件）

0

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
定期的に施設の状態を点検・記録し、施設本体、設備又は備品等の
破損、劣化頻度を把握しつつ、長期的な視点から最も低廉な費用で
計画的な改修、管理を行うため、「現状のまま継続」と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

15,000 15,000 15,000 45,000 15,000 15,000 45,000 15,000 15,000 15,000 15,000 60,000 150,000

15,000 15,000 15,000 45,000 15,000 0 60,000

0 5,030 11,204 16,234 0 0 16,234

15,000 15,000 15,000 45,000 15,000 15,000 45,000 15,000 15,000 15,000 15,000 60,000 150,000

15,000 15,000 15,000 45,000 0 0 15,000 0 0 0 0 0 60,000

0 5,030 11,204 16,234 0 0 0 0 0 0 0 0 16,234

目的
(何のために実施する
のか）

読書の普及・啓発に係る事業を実施することにより、読書に親しむ機会が得られ、子どもの読書習慣の定着化や自主的
な学習活動を支援するとともに図書館の利用拡大を図る。

・読書推進事業（おはなし会、展示事業、朗読会、リサイクル市など)
・広報活動（広報、社会教育情報誌への掲載、館内刊行物、ポスター、パンフレット、ホームページの更新、市公式
LINEでの周知など）

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民
・市民の読書への関心を持つ市民が拡大される
・図書館に来館する市民が拡大される

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 読書活動推進事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－2 図書館管理係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

図書館事業としては、現図書館が開館した昭和58年度よりボランティア活用事業、おはなし会、巡回文庫、平成4年度より読書週間事業、平成16年度より乳児健診利活用事業といった読書推進事業、平成19年度からは学校における読書推進、
平成23年度からは砂川市子ども読書活動推進計画の策定した。
また、開館当時からこれらの取組に係る広報活動も開始し、社会の要請や時代のニーズ等に応じて目的を見直し、これに沿って実施時期、場所、内容を変更しつつ現在に至っている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 15,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 15,000

予算計上額 15,000

予算計上額 15,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

消耗品費 15千
円

消耗品費 15千
円

消耗品費 15千
円

消耗品費 15千
円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

増減なし 増減なし 増減なし 増減なし

実績との比較
（増減理由）

執行残 執行残

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 25 25 25 25 25 25 25 25 25

実績値 52 38 42

計画値 3.9 3.9 4.0 4.1 4.1 4.2 4.2 4.3 4.3

実績値 2.8 3.1 3.4

達成されている

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
年間貸出冊数は前
年度47,646冊であ
るのに対し、
44,468冊と6.7%減
となっており、市
民一人当たりの年
間貸出冊数も昨年
度より減少してい
る。新型コロナウ
イルス感染症拡大
防止対策のための
臨時休館や閲覧利
用自粛、事業の中
止等の中、休館中
の事前予約貸出の
実施、感染対策を
講じながらの事業
実施等、コロナ禍
の中で可能な限り
の事業しており、
実績は一定程度上
がっている。
※新型コロナウイ
ルス感染症拡大の
影響により、開館
日数が前年度より
25日減。

自己分析：
年間貸出冊数は
前年度44,468冊
であるのに対
し、49,761冊と
11.9%増となっ
ており、市民一
人当たりの年間
貸出冊数も昨年
度より増加して
いる。
※照明LED化改
修工事のため、
9月1日～9月30
日図書館休館。

自己分析：
年間貸出冊数は
49,761冊に対
し、52,253冊と
5.0％の増と
なっており、市
民一人当たりの
年間貸出冊数も
昨年度より増加
している。

判断理由：
市民一人当たり
図書貸出冊数の
目標値を3.9冊
としているとこ
ろ、約3.1冊で
あったので目標
とする実績は得
られてはいない
が、図書館行事
数は計画値を上
回って開催して
いるため。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：図書館行事・展示事業開催数 指標の求め方：図書館行事・展示事業を開催した回数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：市民一人当たり図書貸出冊数 指標の求め方：年間貸出冊数÷年度末人口

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

25

成果指標１
（単位/冊）

4.0

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
市民一人当たりの貸出冊数は目標を下回っているが、図書館行事開
催数は目標値を上回っており、行事参加者におおむね好評であるこ
とから、現状を維持する方向で読書環境の充実を図る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2－3－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 2,549,000 0 2,549,000

0 2,549,000 0 2,549,000

2,948,000 2,948,000 0 0 2,948,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

12,900,000 12,900,000 0 0 12,900,000

12,100,000 12,100,000 0 0 12,100,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

25,200,000 5,000,000 30,200,000 2,549,000 30,000,000 30,000,000 62,749,000

14,399,000 0 14,399,000 2,549,000 0 16,948,000

1,408,000 0 1,408,000 0 0 1,408,000

0 25,200,000 5,000,000 30,200,000 0 0 5,098,000 0 30,000,000 0 0 30,000,000 65,298,000

0 27,299,000 0 27,299,000 0 0 5,098,000 0 0 0 0 0 32,397,000

2,948,000 13,508,000 0 16,456,000 0 0 0 0 0 0 0 0 16,456,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

繰越明許による
増

入札による減 当初予定してい
たシステム更新
事業をR6年度に
先送りしたため

前年度予算と
の比較

（増減理由）

改修工事（照明
LED化）実施に
伴う増

工事請負費の減 図書館システム
更新に伴う増

実　績　額 0

事業費予算の
内容

工事請負費
2,948千円

工事請負費
14,399千円

備品購入費
5,980千円

事 業 費 合 計 計　画　額 5,098,000

予算計上額 5,098,000

予算計上額 2,549,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 2,549,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 2,549,000

予算計上額 2,549,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和58年２月１日開館、大規模な改修については、昭和62年度地下車庫シャッター取付工事、平成21年度西側外壁塗装等工事、平成22年度南側外壁等改修工事、平成25年図書館空調設備改修工事、平成28年度児童書架改修工事、令和元年度図
書館屋上防水改修工事、閉架書庫移動式書架改修工事、令和2年度小荷物用昇降機改修工事、空調設備改修工事を実施した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

図書館施設機能を維持することにより、市民一人ひとりの学習ニーズや地域課題の要請に応じた社会教育施設の機能を
確保するため。

定期的に施設の状態を点検・記録して、施設本体、設備又は備品等の破損・劣化度を把握しつつ、長期的視点から最も
経済的な費用となるよう、計画的に改修・管理を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市図書館 施設の機能に起因した事故や苦情がなくなり、また、予期しない休館の未然防止となる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 図書館施設整備事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－2 図書館管理係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 279 280 277 278 280 280 280 280 280

実績値 226 264 279

計画値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0 0

達成されている

上がっている

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
日常的・定期的
な施設の保守管
理業務を行うな
ど、計画的な維
持につとめてい
る。
※新型コロナウ
イルス感染症拡
大の影響によ
り、開館日数が
前年度より25日
減。

自己分析：
照明LED化改修
工事を行い、館
内の読書環境を
整備し、一定程
度利用環境は整
えられた。ま
た、日常的・定
期的な施設の保
守管理業務を行
うなど、計画的
な維持につとめ
ている。
※照明LED化改
修工事のため、
9月1日～9月30
日図書館休館。

自己分析：
日常的・定期的
な施設の保守管
理業務を行うな
ど、計画的な維
持につとめてい
る。

判断理由：
令和4年度に照
明LED化改修等
工事を行い、必
要な改修等を実
施して施設機能
の維持を図って
いることから、
利用環境は改善
されている。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
建設以来40年以上経過していることから、施設・設備の定期的な点
検を行いながら、計画的な大規模修繕が必要である。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/日）

277

成果指標１
（単位/件）

0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：施設機能に起因する使用不能件数 指標の求め方：年度内における施設機能が起因して使用できない件数をカウント

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：開館日数 指標の求め方：図書館の開館日数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

2,156,000 2,176,000 4,332,000 0 0 4,332,000

2,154,727 2,171,502 4,326,229 0 0 4,326,229

8,414,000 8,414,000 5,914,000 22,742,000 6,093,000 6,093,000 18,910,000 6,093,000 6,093,000 6,093,000 5,914,000 24,193,000 65,845,000

5,914,000 5,914,000 6,203,740 18,031,740 6,724,000 0 24,755,740

5,914,000 5,914,000 6,203,721 18,031,721 0 0 18,031,721

8,414,000 8,414,000 5,914,000 22,742,000 6,093,000 6,093,000 18,910,000 6,093,000 6,093,000 6,093,000 5,914,000 24,193,000 65,845,000

8,070,000 8,090,000 6,203,740 22,363,740 0 0 6,724,000 0 0 0 0 0 29,087,740

8,068,727 8,085,502 6,203,721 22,357,950 0 0 0 0 0 0 0 0 22,357,950

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

執行残 執行残 執行残

前年度予算と
の比較

（増減理由）

寄付金による増 寄付金による増 寄附金終了によ
る減
保守委託料値上
がりによる増

保守料値上がり
による増

実　績　額 0

事業費予算の
内容

保守委託料 1,650千
円
新刊データ委託 264
千円
図書購入費 5,770千
円
備品購入費 386千円

保守委託料 1,650千
円
新刊データ委託 264
千円
図書購入費 5,286千
円
備品購入費 890千円

保守委託料
1,940千円
新刊データ委託
264千円
図書購入費
4,000千円

保守委託料
2,460千円
新刊データ委託
264千円
図書購入費
4,000千円

事 業 費 合 計 計　画　額 6,724,000

予算計上額 6,724,000

予算計上額 6,724,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 6,724,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和57年度の図書館の開館と同時に事業を実施。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

図書等の必要な資料を適切に収集、整理、保存しながら市民に供し、教養、調査研究等市民の自主的学習を支援する。
利用者ニーズや図書の発刊の状況、蔵書の構成や図書の利用状況を見据え、計画的に図書等を整備し、適正に整理・保
存できるようにしたうえ、これらに関して分かりやすく案内・提供するとともに、利用者等からの相談に応じる。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民一般、団体
より多くの市民に利活用されるようにすることにより、市民の教養の向上や地域課題の解決に繋がる糸口が見いだされ
る。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 図書充実事業 昭和58年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－2 図書館管理係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 64,000 64,500 65,000 66,000 66,500 67,000 67,500 68,000 68,500

実績値 44,468 49,761 52,253

計画値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績値 1 0 0

あまり達成されていない

少し上がっている

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
貸出図書のリク
エストに応える
など、利用者
ニーズに対して
最大限配慮して
事業を推進して
おり、年間貸出
冊数は前年度と
比較して6.7%減
少しているが、
前年度より休館
期間が長かった
ため、1日当た
りの貸出冊数
（2年度：189.8
冊→3年度：
196.7冊）は増
加している。
※新型コロナウ
イルス感染症拡
大の影響によ
り、開館日数が
前年度より25日
減。

自己分析：
貸出図書のリク
エストに応える
など、利用者
ニーズに対して
最大限配慮して
事業を推進して
おり、年間貸出
数は前年度と比
較して11.9%増
加している。
※照明LED化改
修工事のため、
9月1日～9月30
日図書館休館。

自己分析：
貸出図書のリク
エストに応える
など、利用者
ニーズに対して
最大限配慮して
事業を推進して
おり、年間貸出
冊数は前年度と
比較して5.0％
増加している。

判断理由：
令和4年度の年
間貸出冊数は前
年度と比較して
11.9％増加して
おり、利用者の
ニーズはある程
度満たしてい
る。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
　読書ニーズや地域課題を把握し、市民にとって利用しやすい読書
環境を整えていく。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/冊）

65,500

成果指標１
（単位/件）

0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：図書館業務に対する苦情件数 指標の求め方：年度間に寄せられる苦情件数をカウント

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：年間貸出冊数 指標の求め方：年間の貸出冊数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

2,932,000 2,932,000 2,932,000 8,796,000 3,513,000 3,513,000 10,539,000 3,513,000 3,513,000 3,513,000 3,513,000 14,052,000 33,387,000

2,932,000 2,874,000 2,948,000 8,754,000 3,513,000 0 12,267,000

2,814,712 2,663,437 2,834,991 8,313,140 0 0 8,313,140

2,932,000 2,932,000 2,932,000 8,796,000 3,513,000 3,513,000 10,539,000 3,513,000 3,513,000 3,513,000 3,513,000 14,052,000 33,387,000

2,932,000 2,874,000 2,948,000 8,754,000 0 0 3,513,000 0 0 0 0 0 12,267,000

2,814,712 2,663,437 2,834,991 8,313,140 0 0 0 0 0 0 0 0 8,313,140

目的
(何のために実施する
のか）

通常の開館時間（10：00～18：00）に図書館の利用が困難な市民に対して、図書館の開館時間を延長する日を設け、市
民の利便性向上に繋げる。

毎週水曜日及び金曜日（祝日を除く）の開館時間を20：00まで2時間延長。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

通常の開館時間に図書館の利用が困難な市民。
開館時間を延長することにより、その時間帯における来館者・貸出が増加し、図書館の利用機会の拡大を図ることがで
きる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 図書館開館時間延長事業 平成８年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－2 図書館管理係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成8年度より、生涯学習社会の到来を迎え、市民に親しまれ利用しやすい施設づくりの一環として市民の学習意欲に応えるため、一律午前10時から午後6時までだった開館時間を水・金曜日の週に2日間、午後8時までの開館に変更した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 3,513,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 3,513,000

予算計上額 3,513,000

予算計上額 3,513,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

司書報酬 2,438
千円
期末手当 494千
円

司書報酬 2,438
千円
期末手当 436千
円

司書報酬
2,475千円
期末手当　473
千円

司書報酬
2,585千円
期末手当　505
千円
勤勉手当　423
千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

期末手当の増 期末手当の減 報酬単価の増 報酬単価の増、
勤勉手当の増

実績との比較
（増減理由）

時間外未執行に
よる残

病気休暇、時間
外未執行による
残

時間外未執行に
よる残

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 97 97 97 97 97 97 97 97 97

実績値 62 87 93

計画値 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15

実績値 0.08 0.11 0.11

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
日中図書館利用
が困難な市民の
学習機会を確保
する意義は高
く、夜間開館時
に市民一人当た
りに貸出した冊
数実績値は計画
値に達していな
いが、夜間開館
時の入館者数は
増加している。
※新型コロナウ
イルス感染症拡
大の影響によ
り、当初予定よ
り夜間開館日が
7日減少。

自己分析：
日中図書館利用
が困難な市民の
学習機会を確保
する意義は高
く、夜間開館時
に市民一人当た
りに貸出した冊
数実績値は計画
値に達していな
いが、夜間開館
時の入館者数は
増加している。
※照明LED化改
修工事のため、
9月1日～9月30
日図書館休館し
たことにより、
当初の予定より
5日減少。

自己分析：
日中図書館利用
が困難な市民の
学習機会を確保
する意義は高
く、夜間開館時
に市民一人当た
りに貸出した冊
数実績値は計画
値に達していな
いが、夜間開館
時の入館者数は
ほぼ横ばいであ
る。

判断理由：
市民一人当たり
の夜間開館時貸
出冊数は令和3
年度と比較する
と令和4年度は
目標値には達し
ていないが夜間
時の貸出冊数は
増加しており、
事業が市民に認
知されている。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：夜間開館実施日数 指標の求め方：年度内に夜間開館を実施した日数をカウント

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：市民一人当たりの夜間開館時貸出冊数 指標の求め方：夜間開館時に貸出した冊数÷年度末人口

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/日）

97

成果指標１
（単位/冊）

0.15

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
　事業が利用者に対して認知されてきていることから当面は事業を
継続していく。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

258,000 258,000 258,000 774,000 245,000 245,000 735,000 245,000 245,000 245,000 245,000 980,000 2,489,000

258,000 237,000 234,300 729,300 245,000 0 974,300

257,730 236,764 233,860 728,354 0 0 728,354

258,000 258,000 258,000 774,000 245,000 245,000 735,000 245,000 245,000 245,000 245,000 980,000 2,489,000

258,000 237,000 234,300 729,300 0 0 245,000 0 0 0 0 0 974,300

257,730 236,764 233,860 728,354 0 0 0 0 0 0 0 0 728,354

目的
(何のために実施する
のか）

子どもが「いつでも」、「どこでも」、「だれでも」読書に親しみ、読書の大切さを知ることができるよう子どもの読
書活動をみんなで支え、読書を通じて子どもが自主的に読書活動ができる環境を創出する。

・ブックスタート事業実施
・子ども読書活動に対する学校、家庭、地域における取り組みに対する情報提供や助言等の支援
・学校における読書推進（学校図書館支援、授業における図書館利用など）
・子ども読書活動を支えるボランティアの活動機会の提供

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

18歳未満の市民
・読書を自発的に行う子どもが拡大される
・図書館に来館する子どもが拡大される

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 子ども読書活動推進事業 平成23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－2 図書館管理係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成23年度に砂川市子ども読書活動推進計画、平成28年度に第2次砂川市子ども読書活動推進計画、令和3年度に第3次砂川市子ども読書活動推進計画を策定し、子ども読書活動に関する事業を実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 245,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 245,000

予算計上額 245,000

予算計上額 245,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

消耗品費 258千
円

消耗品費 237千
円

消耗品費　235
千円

消耗品費　245
千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

ブックスタート
見積人数の減

ブックスタート
見積人数の減

ブックスタート
見込み人数の減

ブックスタート
見積人数の増

実績との比較
（増減理由）

執行残 執行残 執行残

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 ①48回、②90組 ①48回、②90組 ①48回、②90組 ①48回、②90組 ①48回、②90組 ①48回、②90組 ①48回、②90組 ①48回、②90組 ①48回、②90組

実績値 ①25回、②85組 ①37回、②82組 ①37回、②67組

計画値 19,100 19,200 19,300 19,500 19,600 19,700 19,800 19,900 20,000

実績値 11,919 11,577 12,224

ほぼ達成されている

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の拡
大防止対策によ
る臨時休館や閲
覧利用自粛、事
業の中止によ
り、前年度より
実施回数は減
少、貸出冊数も
減少している。
しかし、参加人
数自体は増加し
ている事業が多
いことから、子
どもの読書活動
推進に一定程度
実績は上がって
いる。
※新型コロナウ
イルス感染症拡
大の影響によ
り、開館日数が
前年度より25日
減。

自己分析：
前年度に比べ、
児童書の貸出冊
数は減少してい
るが、事業実施
回数は増えてき
ており、参加数
も増加している
事業が多いこと
から、子どもの
読書活動につい
ての実績は上
がっている。
※照明LED化改
修工事のため、
9月1日～9月30
日図書館休館。

自己分析：
前年度に比べ、
事業実施回数は
横ばいだが、児
童書の貸出冊数
は増加してお
り、子どもの読
書活動について
の実績は上がっ
ている。

判断理由：
児童書の年間貸
出冊数は減少し
ているが、事業
実施回数は増え
てきており、参
加人数自体は増
加していること
から、一定程度
実績は上がって
いる。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定）
指標名：①子ども読書活動推進事業実施回数、②ブックスター
ト書籍配布人数

指標の求め方：①対象事業実施回数（48週×1回）、②乳児健診受診者数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：児童書の貸出冊数 指標の求め方：年間児童書貸出冊数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/①回、
②組）

①48回、②90組

成果指標１
（単位/冊）

19,400

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
第３次砂川市子ども読書活動推進計画に沿って学校における読書活
動を支えるための連携強化や、子ども読書活動ボランティアの人材
育成と活用を図り、子どもの読書環境の充実を図る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

41,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 41,000 41,000 164,000 410,000

41,000 41,000 41,000 123,000 41,000 0 164,000

0 41,000 41,000 82,000 0 0 82,000

41,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 41,000 41,000 164,000 410,000

41,000 41,000 41,000 123,000 0 0 41,000 0 0 0 0 0 164,000

0 41,000 41,000 82,000 0 0 0 0 0 0 0 0 82,000

目的
(何のために実施する
のか）

ＰＴＡ活動に関する各種研修会等への参加経費を補助し、ＰＴＡ活動の向上、活性化を図るとともに、ＰＴＡ連合会の
様々な協力を得ながら青少年の健全育成を推進する。

全道ＰＴＡ研究大会への参加経費など、研修会の参加経費について補助を行なう。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市ＰＴＡ連合会
全道ＰＴＡ研究大会等に参加し、ＰＴＡ活動が活性化される｡また、青少年の健全育成を促進する上で、様々な形でＰＴ
Ａ連合会の協力を得ることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 ＰＴＡ連合会活動支援事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－3 社会教育課社会教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和51年度よりＰＴＡ活動の向上のために補助金を交付し、現在に至っている。
なお、行政改革により、平成17年度と20年度にそれぞれ10％の削減を行っている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 41,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 41,000

予算計上額 41,000

予算計上額 41,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

補助金 41千円 補助金 41千円 補助金 41千円 補助金 41千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 同額 同額 同額

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルスの影響によ
り研修会中止と
なり申請がなく
支出なし

同額 同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 41 41 41 41 41 41 41 41 41

実績値 ― 41 41

計画値 9 9 9 9 9 9 9 9 9

実績値 ― 1 25

達成されている

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により研修会
が中止となった
ため、PTA連合
会から補助金の
申請がなく、各
指標に該当する
実績値はない。
共働き家庭の増
加や保護者の多
忙などの状況の
中、安定したＰ
ＴＡ連合会の活
動を支援するた
めの事業として
の意義は大き
い。

自己分析：
活動指標は計画
値を達成し、
PTA連合会の活
動促進に向け支
援することがで
きたが、成果指
標は計画値を下
回った。
共働き家庭の増
加や保護者の多
忙などからPTA
活動の向上、活
性化には至らな
い面もあるが、
安定したPTA連
合会の活動を支
援するための意
義は大きい。

自己分析：
活動指標は計画
値を達成し、
PTA連合会の活
動促進に向け支
援することがで
きた。
成果指標は前年
度を大きく上回
り、計画値を達
成した。新型コ
ロナウイルス感
染症が５類に移
行し、研修会等
への参加のハー
ドルが下がった
ことが要因と考
えられる。
PTA連合会活動
や子育てに関す
る知識を得る機
会となり、青少
年の健全育成推
進に繋がった。

判断理由：
活動指標は計画
値を達成してい
るが、成果指標
は計画値に及ば
なかった。
効率性について
は大きく変化し
ていないことか
ら、総合評価は
「普通である」
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：補助金額 指標の求め方：年間補助金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：ＰＴＡ活動の研修を受けた人数 指標の求め方：ＰＴＡ連合会の研修会に参加した延べ人数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

41

成果指標１
（単位/人）

9

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
PTA活動に関する各種研修会等への参加経費を補助することは、保護
者と学校が相互連携を深め、PTA活動の向上・活性化を後押しし、青
少年の健全育成を推進するために必要な手段であることから、事務
局等関係者からの求めに応じ情報提供等を行いながら「現状のまま
継続」とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－1－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

104,000 104,000 104,000 312,000 80,000 80,000 240,000 80,000 80,000 80,000 80,000 320,000 872,000

104,000 80,000 80,000 264,000 19,000 0 283,000

71,400 54,800 52,664 178,864 0 0 178,864

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

54,000 54,000 54,000 162,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 41,000 41,000 164,000 449,000

54,000 41,000 41,000 136,000 102,000 0 238,000

36,013 49,855 39,602 125,470 0 0 125,470

158,000 158,000 158,000 474,000 121,000 121,000 363,000 121,000 121,000 121,000 121,000 484,000 1,321,000

158,000 121,000 121,000 400,000 0 0 121,000 0 0 0 0 0 521,000

107,413 104,655 92,266 304,334 0 0 0 0 0 0 0 0 304,334

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルスの影響によ
り事業中止と
なったため講師
等謝礼減

市内講師や市職
員へ依頼したこ
とによる講師等
謝礼の減

近隣市町の講師
へ依頼したこと
や、講師が欠席
したことによる
講師等謝礼の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

事業事業内容の
見直しを行った
ため講師等謝礼
の減
△22千円

アナログゲー
ム・クラブ実施
予定回数減によ
る事業経費減

同額 同額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

講師等謝礼 68千
円
消耗品費 90千円

講師等謝礼 44千
円
消耗品費 77千円

講師等謝礼 44千
円
消耗品費 77千円

講師等謝礼 44千
円
消耗品費 77千円

事 業 費 合 計 計　画　額 121,000

予算計上額 121,000

予算計上額 102,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 41,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額 80,000

予算計上額 19,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

今までそれぞれに事業を実施してきたが、平成１９年度よりふれあいセンター、子育て支援センター、図書館と連携して事業を実施。
平成２４年度より、スポーツ振興課も加わりスポーツ事業を含めた事業に拡充。ふれあいセンター実施事業の見直しに伴い、平成２８年度より教育委員会主催事業を実施。
令和３年度より構成事業を「学び体験教室　子育てひろば」及び「アナログゲーム・クラブ」とし、「ママさんリフレッシュセミナー」は家庭教育セミナー支援推進事業へ移行した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

乳幼児の発達段階に応じた健やかな成長に役立つ知識・技能の習得、親子同士が交流できる機会を設けることにより、
子育てに関する悩みの解消、家庭の教育力向上につなげる。

　子育て支援センター等の関係機関や乳幼児教育に関する専門的な知識を持つ地域の人達と連携し、様々な遊びの実技
指導やおもちゃを紹介し体験・活動をしながら、子育てに関する相談、親子同士での交流活動を行う。
【構成事業名…学び体験教室　子育てひろば・アナログゲーム・クラブ】

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

乳幼児及びその保護者
事業の参加者が目的に合った事業であると評価できる内容で事業を推進することにより、子育てに関する悩みが軽減さ
れる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 乳幼児教育推進事業 平成13年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－3 社会教育課社会教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 210 210 210 200 200 200 200 190 190

実績値 123 145 160

計画値 85 85 85 85 85 85 85 85 85

実績値 100 100 98.1

ほぼ達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
就学前の幼児と
保護者を対象と
した幼児の発達
段階に応じた学
びの体験活動の
機会の提供を
行った。新型コ
ロナウイルス感
染症の影響で事
業の回数が減っ
たため、活動指
標は計画値を下
回ったが、参加
者の満足度は高
く、成果指標は
計画値を上回っ
た。（子育てひ
ろば全５回中３
回実施、アナロ
グゲーム・クラ
ブ全８回中４回
実施）

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により参加者
数が減少し活動
指標は計画値を
下回ったもの
の、参加者の満
足度は高く成果
指標を上回り、
乳幼児期の子ど
もを持つ保護者
に対し子育てに
関する悩みの解
消、家庭の教育
力を学ぶ機会の
提供を行うこと
ができた。

自己分析：
活動指標は前年
度より増加した
ものの計画値を
達成しなかっ
た。働く保護者
が増加し多忙化
していること
や、プログラム
内容によって定
員を設けている
ため達成は難し
い。
成果指標は計画
値を達成し、参
加者の満足度は
高く、乳幼児期
の子どもを持つ
保護者が交流
し、子育てに関
する悩みの解消
や家庭教育力向
上の機会を提供
することができ
た。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により活動指
標は計画値に及
ばなかったもの
の、成果指標は
計画値を上回
り、子育て家庭
の孤立解消やつ
ながりの構築、
家庭の教育力向
上に一定の成果
があった。
効率性について
は、道の補助金
を活用し、また
市内及び近隣在
住の講師に依頼
することで講師
謝礼が縮減され
ていることを踏
まえ、総合評価
は「良好であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
少子化や核家族化の進行等により、子育て支援の面から乳幼児教育
の充実を図ることが重要になってきていることから、事業内容の充
実を図りながら「現状のまま継続」とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

210

成果指標１
（単位/％）

85

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事業目的の達成度 指標の求め方：参加者アンケートで事業目的が達成されたと回答した人の割合

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業参加人数 指標の求め方：事業参加人数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

280,000 280,000 280,000 840,000 265,000 265,000 795,000 213,000 213,000 213,000 213,000 852,000 2,487,000

280,000 279,000 266,000 825,000 63,000 0 888,000

132,600 143,200 169,342 445,142 0 0 445,142

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

140,000 140,000 140,000 420,000 134,000 134,000 402,000 107,000 107,000 107,000 107,000 428,000 1,250,000

140,000 141,000 134,000 415,000 336,000 0 751,000

66,879 130,392 127,170 324,441 0 0 324,441

420,000 420,000 420,000 1,260,000 399,000 399,000 1,197,000 320,000 320,000 320,000 320,000 1,280,000 3,737,000

420,000 420,000 400,000 1,240,000 0 0 399,000 0 0 0 0 0 1,639,000

199,479 273,592 296,512 769,583 0 0 0 0 0 0 0 0 769,583

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルスの影響によ
り事業中止と
なったため講師
等謝礼減

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により事業中
止となったため
講師等謝礼の減

市内講師に依頼
したことなどに
よる講師等謝礼
の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

消耗品費 3千円
増

同額 中学校が１校閉
校したことによ
る講師等謝礼の
減

消耗品を削減し
たことによる消
耗品費の減

実　績　額 0

事業費予算の
内容

講師等謝礼 320
千円
消耗品費 100千
円

講師等謝礼 320
千円
消耗品費 100千
円

講師等謝礼 300
千円
消耗品費 100千
円

講師等謝礼 300
千円
消耗品費 99千
円

事 業 費 合 計 計　画　額 399,000

予算計上額 399,000

予算計上額 336,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 134,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額 265,000

予算計上額 63,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和40年度から平成9年度まで「家庭教育学級」の名称で実施
平成10年度からいきいき家庭セミナーに名称変更
令和３年度より構成事業として乳幼児教育推進事業から「ママさんリフレッシュセミナー」を移行した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

学校・家庭・地域が連携した家庭教育に必要な知識や技能の習得に対する活動を支援するとともに、子育てのストレス
解消や親同士の交流する機会を設けることにより、家庭の教育力向上を後押しする。

　学校・家庭・地域が連携した家庭の教育力向上に資する学習機会を設ける市内小中学校で実施するセミナーについ
て、その計画・事績に基づき、講師謝礼を支出すること等により支援する。
〔構成事業名…いきいき家庭教育セミナー、ママさんリフレッシュセミナー〕

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

乳幼児及びその保護者
事業の参加者が目的に合った事業であると評価できる内容で事業を推進することにより、家庭の教育力向上の契機とな
る。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 家庭教育セミナー支援推進事業 平成10年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－3 社会教育課社会教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 300 290 290 290 280 50 50 50 50

実績値 135 145 183

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 100 92.4 99.1

達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
家庭教育に関する
学習機会を提供す
ることで家庭教育
に必要な知識の習
得が図られ、保護
者の心身のリフ
レッシュの機会と
なった。また、各
学校で創意工夫を
凝らしていきいき
家庭セミナーを実
施している。
新型コロナウイル
ス感染症の影響で
事業の回数が減っ
たため、活動指標
は計画値を下回っ
たが、成果指標と
なっている参加者
の満足度は高かっ
た。
（いきいき家庭教
育セミナー全７校
及びPTA連合会１
回中２校実施、マ
マさんリフレッ
シュセミナー全５
回中４回実施）

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により開催件
数が減少したた
め活動指標は計
画値を下回っ
た。
成果指標も計画
値を及ばなかっ
たが、各事業を
工夫を凝らして
実施したことに
より参加者の満
足度は高く、家
庭教育に関する
知識の習得や、
保護者の心身の
リフレッシュの
機会の提供を行
うことができ
た。
（いきいき家庭
セミナー全７校
中３校及び市P
連１回実施、マ
マさんリフレッ
シュセミナー全
５回実施）

自己分析：
活動指標は前年
度より増加した
ものの計画値を
達成しなかっ
た。働く保護者
が増加し多忙化
していること
や、プログラム
内容によって定
員を設けている
ため、達成は難
しい。
成果指標は計画
値を若干下回っ
たが、参加者の
満足度は高く、
家庭教育に関す
る知識の習得や
保護者の心身の
リフレッシュ、
交流を促進する
機会の提供を行
うことができ
た。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により活動指
標は計画値に及
ばなかったもの
の、成果指標は
計画値をほぼ達
成し、家庭教育
に必要な知識や
技能の習得に対
する活動を支援
するとともに、
子育てのストレ
ス解消や親同士
の交流する機会
を提供すること
ができた。
効率性について
は、道の補助金
を活用し、また
市内及び近隣在
住の講師に依頼
することで講師
謝礼縮減が図ら
れていることを
踏まえ、総合評
価は「良好であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
家庭の教育力の向上や子育て支援がこれまで以上に重要な課題と
なっていることから、事業内容の充実やママさんリフレッシュセミ
ナーの実施にあたっては社会福祉部門とも連携を図りながら「現状
のまま継続」とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

290

成果指標１
（単位/％）

100

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事業目的の達成度 指標の求め方：参加者アンケートで事業目的が達成されたと回答した人の割合

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業参加人数 指標の求め方：事業参加人数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6－2－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目的
(何のために実施する
のか）

家庭教育を支援するための職場環境づくりに取り組む企業等と連携を深め、家庭教育の推進を図るとともに、学校・家
庭・地域・企業の連携により安心安全なまちづくりを推進する。

職場見学や職場体験の受け入れ、従業員の地域行事への参加や学校行事への参加促進、安全安心な地域づくりへの協力
など家庭教育を支援するための職場環境づくりに取り組む企業に「砂川市家庭教育サポート企業」として登録をしてい
ただき、情報の提供や取り組み支援を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内各企業等 企業と連携した家庭教育の支援の取り組みを行うことで、子どもを育てるよりよい環境づくりが推進される。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 家庭教育サポート企業推進事業 平成23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－3 社会教育課社会教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成18年度「北海道家庭教育サポート企業制度」が開始され、亀谷建設が登録を行い以降４社が登録した。
平成23年度「砂川市家庭教育サポート企業」を開始し、53社が登録した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 94 94 94 94 94 94 94 94 94

実績値 94 93 93

計画値 15 15 15 15 15 15 15 15 15

実績値 ― 25 24

ほぼ達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
登録件数は、計
画値と同数と
なった。
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により職場体
験等の事業が中
止となったた
め、成果指標に
該当する実績値
はない。
また、企業を訪
問しての事業周
知を行うことが
できなかった。

自己分析：
活動指標は企業
の廃業により計
画値を１件下
回った。
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響がありながら
も、企業と連携
して家庭教育の
支援の取り組み
を行うことがで
き、成果指標は
計画値を上回っ
た。
また、すべての
事業所を訪問す
ることはできな
かったが、可能
な限り事業周知
や不審者・熊出
没情報の共有を
行った。

自己分析：
活動指標は前年
度と変わらず、
計画値に１件及
ばなかった。
成果指標は小学
生の職場見学・
体験活動や、中
学生の職場体験
の受入等、登録
企業と連携して
展開し、計画値
を上回った。
また、令和元年
度以来４年ぶり
に全登録企業へ
の訪問を計画
し、可能な限り
訪問した。職場
体験の受入状況
の聞き取りや、
家庭教育サポー
ト企業の事業周
知を行うこと
で、家庭教育や
キャリア教育、
安心安全なまち
づくりの推進が
図られた。

判断理由：
活動指標は計画
値を若干下回っ
たが、成果指標
は計画値を上回
り、企業と連携
して家庭教育の
支援や社会教育
事業を行い子ど
もを育てるより
よい環境づくり
の推進に一定の
成果があった。
効率性について
は、事業にかか
る直接的な経費
を必要とせず大
きく変化してい
ないことを踏ま
え、総合評価は
「良好である」
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：家庭教育サポート企業の数 指標の求め方：登録数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：企業との連携事業数 指標の求め方：年間延べ回数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/社）

94

成果指標１
（単位/事業）

15

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
共働き世帯の増加により家庭の教育力低下が社会的な課題となって
いる中、家庭教育を担う保護者が多くの時間を過ごす職場が家庭教
育に協力的であること、企業と行政が家庭教育支援について連携を
深めることが重要であることから、さらなる事業の浸透を図る必要
があるため「現状のまま継続」とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

76,000 76,000 76,000 228,000 0 0 228,000

76,000 36,000 0 112,000 0 0 112,000

0 35,212 0 35,212 0 0 35,212

20,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 200,000

20,000 20,000 19,184 59,184 20,000 0 79,184

19,644 19,812 20,077 59,533 0 0 59,533

96,000 96,000 96,000 288,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 428,000

96,000 56,000 19,184 171,184 0 0 20,000 0 0 0 0 0 191,184

19,644 55,024 20,077 94,745 0 0 0 0 0 0 0 0 94,745

目的
(何のために実施する
のか）

市の地域資源を活かした様々な自然体験学習を通して家庭の教育力向上やたくましく主体的に活動する子どもの育成を
図る。

　少年の自然体験学習の推進に協力できる地域住民と「すながわ子どもセンター」を編成し、事業の実施主体となっ
て、北海道立青少年体験活動支援施設ネイパル砂川や砂川遊水地管理棟等と連携しつつ、子どもが継続的かつ主体的に
体験活動ができる場を設定する。
〔構成事業名…ジャリン子四季(春・夏・秋(木育)・冬)体験塾・文化体験塾〕

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

幼児、小学生とその保護者
事業の参加者が目的に合った事業であると評価できる内容で事業を推進することにより、家庭教育の充実や子どもがた
くましく主体的に活動するようになる契機となる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 ジャリン子ふれあい体験学習推進事業 平成13年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成12年度から農業体験と自然体験を実施。以降実施回数や内容を毎年検討しながら実施している。
平成26年度より自然体験事業として子どもの国やオアシスパークなど砂川の自然を活かした活動内容としている。
令和３年度は従前よりの年４回の四季体験塾に加え新たな試みとしとて文化体験塾を計画したが、参加申し込みが少なく中止した。また秋体験塾の事業内容に木育を行うこととした。
令和４年度は、年４回の四季体験塾の実施に戻すこととした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 20,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 20,000

予算計上額 20,000

予算計上額 20,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

講師謝礼 50千
円
消耗品費 46千
円

講師謝礼 10千
円
消耗品費 46千
円

消耗品費 20千
円

消耗品費 20千
円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

事業内容の見直
しを行ったため
事業経費の増

講師謝礼減 事業内容の見直
しのため事業経
費の減

同額

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルスの影響等に
より事業中止と
なったため事業
経費の減

同額 同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 170 170 170 170 160 160 160 160 160

実績値 69 109 129

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 100 100 98

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
保護者や地域の
方との関わりの
中で、地域の教
育力と子どもた
ちの「たくまし
く生きる力」が
高まった。ま
た、協議会会員
の今まで培って
きた知識や経験
が地域づくりや
ボランティア活
動の推進につな
がっている。
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響等により夏の
体験学習事業の
みの実施となっ
たため、活動指
標は計画値を下
回ったが、成果
指標となってい
る参加者の満足
度は高かった。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響がありながら
も予定通り年４
回の事業を実施
した。活動指標
は計画値を下
回ったが、成果
指標は計画値を
達成し、参加者
の満足度は高
く、自然体験学
習を通して家庭
の教育力向上や
たくましく主体
的に活動する子
どもの育成を図
ることができ
た。

自己分析：
活動指標は前年
度より増加した
ものの、計画値
を達成しなかっ
た。プログラム
内容によって定
員を設けている
ため計画値を達
成するのは難し
い。
成果指標は計画
値を若干下回っ
たが、参加者の
満足度は高く、
自然体験学習を
通して家庭教育
力向上やたくま
しく主体的に活
動する子どもの
育成を図ること
ができた。

判断理由：
活動指標は計画
値に及ばないも
のの、成果指標
は令和元年度以
降90％以上の高
水準で推移して
おり、地域資源
を活かした様々
な自然体験学習
事業として定着
している。
効率性について
は、事業の経費
をできる限り縮
減し大きく変化
していないこと
を踏まえ、総合
評価は「良好で
ある」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業参加人数 指標の求め方：事業参加人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事業目的の達成度 指標の求め方：保護者向け参加者アンケートで事業目的が達成されたと回答した人の割合

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

170

成果指標１
（単位/％）

100

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
砂川の豊かな自然を体験する野外活動を継続して実施するため、主
催団体であるすながわ子どもセンター協議会の体制の維持を図ると
ともに、より充実した事業内容となるよう検討を行いながら「現状
のまま継続」とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

162,000 162,000 162,000 486,000 162,000 162,000 486,000 162,000 162,000 162,000 162,000 648,000 1,620,000

162,000 162,000 162,000 486,000 162,000 0 648,000

0 123,201 162,000 285,201 0 0 285,201

162,000 162,000 162,000 486,000 162,000 162,000 486,000 162,000 162,000 162,000 162,000 648,000 1,620,000

162,000 162,000 162,000 486,000 0 0 162,000 0 0 0 0 0 648,000

0 123,201 162,000 285,201 0 0 0 0 0 0 0 0 285,201

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルスの影響によ
り事業が中止と
なり申請がなく
支出なし

事業実施に向けて
準備を進めていた
が、新型コロナウ
イルス感染症の影
響により中止のた
め減

同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 同額 同額 同額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

補助金 162千円 補助金 162千円 補助金 162千円 補助金 162千円

事 業 費 合 計 計　画　額 162,000

予算計上額 162,000

予算計上額 162,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 162,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成13年度、子ども自らが出店やイベントを企画･運営する事業として開始し、それを支える子ども会育成団体連絡協議会を中心とした実行委員会に対して補助金を交付した。
その際、それまで行ってきた単位子ども会への補助金は廃止し、その後も継続して事業を実施しており、多数の参加者を得ている。
なお、行政改革により、平成17年度から補助金額の10％を削減した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

市内単位子ども会の活動を支援するとともに、地域の自然や景観に親しみながら、屋外活動に意欲的に取り組める活動
を支援することにより、郷土に愛着心を持つ子どもを育成する。

市内単位子ども会と連携し、地域ボランティア等に協力を得つつ、単位子ども会はもとより、広く市内の幼児・小学生
に周知し実施する屋外活動事業を主催する砂川市子ども会育成団体連絡協議会に対し事業費の補助を行うとともに、事
業の企画・運営を支援する。
〔構成事業名…ジャリン子夏祭り〕

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

幼児・小学生
市内単位子ども会との連絡・連携体制を維持するとともに、屋外活動にふれる機会に可能な限り多くの子どもが参加す
ることにより、屋外活動に取り組むきっかけや地域での思い出に残ることによる郷土への愛着心を育むことにつなが
る。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 子ども会育成団体連絡協議会推進事業 平成13年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 40 40 40 40 40 40 40 40 30

実績値 ― ― 16

計画値 280 270 270 270 260 260 260 250 250

実績値 ― ― 115

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 問題がある

自己分析：
子ども会相互の
連携や交流のた
めの機会となる
とよう、幅広く
参加を呼びかけ
一堂に会した事
業を実施する方
向性であった
が、新型コロナ
ウイルス感染症
の影響により子
ども会育成事業
が中止となった
ため、各指標に
該当する実績値
はない。

自己分析：
子ども会相互の
連携や交流のた
めの機会となる
よう、幅広く参
加を呼び掛け一
堂に会した事業
を実施するため
準備を進めてい
たが、新型コロ
ナウイルス感染
症の影響により
事業が中止と
なったため、各
指標に該当する
実績値はない。

自己分析：
活動指標は計画
値に達しなかっ
たが、地域ボラ
ンティアや砂川
高校生徒の協力
を得て４年ぶり
に開催すること
ができた。成果
指標は計画値の
半分にも及ばな
かったが、コロ
ナ禍を経た社会
活動の低下や少
子化の影響を受
けながらも、た
くさんの子ども
たちの参加が
あった。
地域ボランティ
ア等の多くの協
力により、「地
域で子どもを育
てる」風土の醸
成が図られた。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により事業を
中止したため活
動指標・成果指
標ともに数値化
できないが、子
ども会活動の低
迷に伴い、ス
タッフ・ボラン
ティアともに減
少しており、事
務局の負担が増
し、事業の企
画・運営体制を
維持することが
困難となってき
ているため「問
題がある」と判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
単位子ども会の実態等を踏まえた事業を企画しており、例年多くの
子どもが参加する事業となっている。事業（ジャリン子夏祭り）と
しては継続したいところだが、スタッフ・ボランティアの減少によ
り企画運営体制を維持することが困難となってきている。今後の方
向性については「現状のまま継続」とするが、多くの関係機関と連
携し事務局の負担軽減を図りながら事業実施形態の見直しを考えて
いく必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

40

成果指標１
（単位/人）

270

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事業参加人数 指標の求め方：事業参加人数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業参加人数 指標の求め方：育成者、地域ボランティアなど事業の運営に参画した者の人数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

67,000 67,000 67,000 201,000 67,000 67,000 201,000 67,000 67,000 67,000 67,000 268,000 670,000

67,000 67,000 67,000 201,000 67,000 0 268,000

35,712 49,376 50,685 135,773 0 0 135,773

67,000 67,000 67,000 201,000 67,000 67,000 201,000 67,000 67,000 67,000 67,000 268,000 670,000

67,000 67,000 67,000 201,000 0 0 67,000 0 0 0 0 0 268,000

35,712 49,376 50,685 135,773 0 0 0 0 0 0 0 0 135,773

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルスの影響によ
り内容を変更し
て実施したため
事業経費の減

新型コロナウイル
ス感染症の影響に
より事業内容を変
更したため講師等
謝礼の減

事業内容変更の
ため消耗品費の
減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

講師等謝礼の減
　　　　△1千
円

同額 同額 同額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

講師等謝礼 21
千円
消耗品費 46千
円

講師等謝礼 21
千円
消耗品費 46千
円

講師等謝礼 21
千円
消耗品費 46千
円

講師等謝礼 21
千円
消耗品費 46千
円

事 業 費 合 計 計　画　額 67,000

予算計上額 67,000

予算計上額 67,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 67,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成13年、道内在住の留学生等とのふれあい交流を目的に２泊３日のホームスティ事業が始まりで、平成14年から16年までは、北海道大学留学生を対象に事業を行い、平成17年度からは、砂川市のＡＬＴ（英語指導助手）や近隣市町のＡＬＴ
などを活用した事業となった。また、砂川高校のＥＳＳ部が参画している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

地域人材を活かし海外の文化・風習・言語に親しみ、国際社会への興味・関心を持たせる。

子どもの国際交流活動の推進に協力してもらえる地域人材と「国際交流ふれあい委員会」を組織し実施主体となり、近
隣のＡＬＴや砂川高等学校ＥＳＳ部等の協力を得て事業を行う。

〔構成事業名…国際交流ふれあいⅠ・Ⅱ〕

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

小学生
参加者が楽しく参加できたと評価できる事業を展開することにより、海外の文化・風習・言語に興味・関心を持つ契機
になる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 国際交流推進事業 平成13年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 90 90 90 90 90 80 80 80 80

実績値 ― 28 49

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 ― 96.4 100

あまり達成されていない

少し上がっている

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
国際交流ふれあ
い委員会の自主
的な企画運営の
もと概ね良好に
事業展開されて
いる。
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響によりメイン
事業を中止し、
内容を変更して
の事業実施と
なったため、各
指標に該当する
実績値はない。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響がありながら
も予定通り年２
回の事業を実施
した。活動指標
は計画値を大き
く下回ったが、
成果指標はほぼ
計画値を達成
し、参加者の満
足度は高く、国
際社会への興
味・関心を持た
せることに繋
がっている。

自己分析：
活動指標は前年
度より増加した
ものの、計画値
を達成しなかっ
た。プログラム
内容によって定
員を設けている
ため計画値を達
成するのは難し
い。
成果指標は計画
値を達成し、外
国人と交流し文
化に触れること
で国際社会への
興味・関心を持
たせることに繋
がっている。

判断理由：
活動指標は計画
値に及ばないも
のの成果指標は
ほぼ計画値を達
成し、海外の文
化・風習・言語
に親しむ事業と
して定着してい
る。
効率性について
は、事業の経費
をできる限り縮
減し大きく変化
していないこと
を踏まえ、総合
評価は「普通で
ある」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
小学校で外国語学習が行われていることからも、子どもたちが外国
人と豊かにふれあえる事業を展開していくために、主催団体である
国際交流ふれあい委員会が主体的に企画運営できるよう協力体制を
維持しながら「現状のまま継続」とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

90

成果指標１
（単位/％）

100

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事業の満足度 指標の求め方：参加者アンケートで「とても楽しかった」、「楽しかった」と回答した人の割合

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業参加人数 指標の求め方：事業参加人数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－1－3 6－2－1 －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

838,000 430,000 430,000 1,698,000 1,141,000 1,141,000 3,423,000 1,141,000 1,141,000 1,141,000 1,141,000 4,564,000 9,685,000

838,000 1,280,000 1,226,000 3,344,000 1,141,000 0 4,485,000

346,000 470,000 403,000 1,219,000 0 0 1,219,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

140,000 140,000 140,000 420,000 140,000 140,000 420,000 140,000 140,000 140,000 140,000 560,000 1,400,000

140,000 140,000 140,000 420,000 140,000 0 560,000

58,400 58,400 53,600 170,400 0 0 170,400

1,670,000 1,177,000 1,177,000 4,024,000 1,689,000 1,689,000 5,067,000 1,689,000 1,689,000 1,689,000 1,689,000 6,756,000 15,847,000

1,670,000 1,479,000 1,294,000 4,443,000 1,689,000 0 6,132,000

1,507,687 1,373,969 1,383,246 4,264,902 0 0 4,264,902

2,648,000 1,747,000 1,747,000 6,142,000 2,970,000 2,970,000 8,910,000 2,970,000 2,970,000 2,970,000 2,970,000 11,880,000 26,932,000

2,648,000 2,899,000 2,660,000 8,207,000 0 0 2,970,000 0 0 0 0 0 11,177,000

1,912,087 1,902,369 1,839,846 5,654,302 0 0 0 0 0 0 0 0 5,654,302

目的
(何のために実施する
のか）

子どもたちの安全・安心な居場所を設け、地域の方々の参画を得て、子どもたちとともに勉強やスポーツ、文化活動、
地域住民との交流等の取り組みを実施することにより、子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境
づくりを推進する。

行政、学校、地域住民、学童保育関係者などにより組織された運営委員会で事業計画を策定し、コーディネーター（生
涯学習アドバイザー）を中心に地域住民や保護者を指導員に迎え、勉強やスポーツ、文化活動、地域住民との交流を実
施する。また、学童保育と連携して実施することにより、全児童を対象とした事業とする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内の小学生
・すながわ子ども教室は、集合学習として全児童を対象とする。
・放課後学校は、各小学校の児童を対象とする。

事業運営者を含む事業参加者が目的に沿った事業が推進されていると評価できる事業を展開することにより、放課後の
安心・安全な居場所の確保につながる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 放課後子ども教室推進事業 平成19年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成17年度から平成18年度までの２ヵ年、「地域子ども教室」として公民館にて「すながわ子ども教室」を実施していた。
平成19年７月より、地域交流センターに会場を移し「すながわ子ども教室」を引き続き実施するとともに、交流センターに来ることが難しい空知太小学校と豊沼小学校には、各学校を会場として「放課後学校」を開設した。
平成30年度より北光小学校地区放課後学校を、令和３年度より砂川小学校地区及び中央小学校地区放課後学校を開設し、市内の全小学校地区での実施となった。（実施回数は既設の３校は年間32回、新設の２校は年間16回）
令和４年度からは各校地区の実施回数を年間16回に平準化した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額 1,141,000

予算計上額 1,141,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,689,000

そ の 他 計　画　額 140,000

予算計上額 140,000

事 業 費 合 計 計　画　額 2,970,000

予算計上額 2,970,000

予算計上額 1,689,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

事務補助員報酬等
1,245千円
指導員等謝礼 927千
円
費用弁償等 70千円
消耗品費 180千円
保険料 226千円

事務補助員報酬等
833千円
指導員等謝礼 1,610
千円
費用弁償等 70千円
消耗品費 173千円
保険料 213千円

事務補助員報酬等
878千円
指導員等謝礼 1,326
千円
費用弁償等 70千円
消耗品費 173千円
保険料 213千円

事務補助員報酬等
1,320千円
指導員等謝礼 1,196
千円
費用弁償等 70千円
消耗品費 173千円
保険料 211千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実施校の増によ
る事業経費の増

指導員謝礼の増
による事業経費
の増

実施回数や指導
員の減を見込ん
だことによる指
導員等謝礼の減

事務補助員報酬
単価の増

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルスの影響によ
り実施回数が減
少したため事業
経費の減

実施回数減による事
務補助員報酬・手
当・指導員等謝礼、
保険料の減、研修会
実施方法の変更によ
る旅費の減

実施回数減による事
務補助員報酬・手
当・指導員等謝礼、
保険料の減、研修会
の実施方法の変更に
よる旅費の減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 3,180 1,800 1,670 1,620 1,620 ― ― ― ―

実績値 2,684 2,231 2,170

計画値 100 100 100 100 100 ― ― ― ―

実績値 99 97.5 97.9

達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
子どもたちの安
全安心な居場所
を確保するとと
もに、地域住民
の参画により、
地域ぐるみで子
どもを育む環境
が整えられてい
る。
新型コロナウイ
ルス感染症対策
のため、活動内
容を一部制限し
て実施した。ま
た、１月26日か
らの期間、年度
内の事業を中止
したため、活動
指標は計画値を
下回ったが、成
果指標となって
いる安全安心な
居場所の推進率
は高く、概ね計
画値を達成し
た。

自己分析：
様々な体験活動
を通して地域住
民や異年齢同士
の交流をす深め
る事業として浸
透しており活動
指標は計画値を
大きく上回っ
た。
子どもたちの安
心・安全な居場
所づくりとして
の評価は高く、
成果指標はほぼ
計画値を達成し
た。

自己分析：
活動指標は計画
値を大きく上回
り、様々な体験
活動を通して地
域住民や異年齢
同士の交流を深
める事業として
浸透している。
成果指標は計画
値をほぼ達成
し、保護者の満
足度は高く、子
どもたちの安心
安全な居場所づ
くりが推進され
た。

判断理由：
活動指標は計画
値を大きく上回
り、成果指標も
ほぼ計画値を達
成していること
から、心豊かで
健やかに育まれ
る環境づくりが
推進できてい
る。
効率性について
は、道の補助金
を活用し経費の
縮減を図ってお
り大きく変化し
ていないことを
踏まえ、総合評
価は「良好であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：放課後子ども教室の延参加人数 指標の求め方：事業参加人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：安全安心な居場所の推進率 指標の求め方：参加者アンケートで放課後子ども教室が安心安全な居場所づくりになっていると回答した登録児童の保護者の割合

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

1,650

成果指標１
（単位/％）

100

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
地域全体で子どもを育む環境のより一層の整備を図るため、放課後
子ども教室の活動や趣旨を広く周知し、サポーターの確保や地域住
民の参加機会の拡充のための取組みを行いながら「現状のまま継
続」とするが、令和８年度の義務教育学校開設に向けて、義務教育
学校の日課、スクールバスの運行状況、学童保育所の運営方法等を
踏まえて実施方法等を検討する必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

42,000 42,000 42,000 126,000 42,000 42,000 126,000 42,000 42,000 42,000 42,000 168,000 420,000

27,000 27,000 0 0 27,000

13,000 13,000 0 0 13,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

21,000 21,000 21,000 63,000 21,000 21,000 63,000 21,000 21,000 21,000 21,000 84,000 210,000

36,000 36,000 0 0 36,000

50,000 50,000 0 0 50,000

63,000 63,000 63,000 189,000 63,000 63,000 189,000 63,000 63,000 63,000 63,000 252,000 630,000

63,000 0 0 63,000 0 0 0 0 0 0 0 0 63,000

63,000 0 0 63,000 0 0 0 0 0 0 0 0 63,000

目的
(何のために実施する
のか）

学習指導要領においてプログラミング教育が小学校に導入されたことから、その内容を更に発展させた知識・技能を習
得する機会を地域人材を活用しながら設けることにより、プログラミング的思考を理解し活用していく力を身につけ
る。

地域の人材に協力を得ながら、地域資源も活用しつつ、学校の授業を補強するレベルの内容で実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

小学生
事業参加者がプログラミングのことが理解できたと評価される事業内容にすることにより、プログラミングの考え方に
対する理解が深まる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 プログラミング体験教室推進事業 平成30年度　～　令和３年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成30年度より、令和２年度からの次期小学校指導要領で導入が予定されている「プログラミング」をいち早く体験することで、学習に対する関心・意欲を高め、また、地域の指導者を講師として登用することで、地域人材の育成を図ること
を目標に開始した。
ＧＩＧＡスクール構想で児童生徒に１人１台タブレット端末が配布されたことから、役割は終了したと判断し、令和４年度より高齢者向けのデジタル活用支援に移行した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額 42,000

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 21,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 63,000

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

講師謝礼 40千
円
消耗品費 23千
円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

講師謝礼の増
　　　　 28千
円

実績との比較
（増減理由）

同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 60 60 60 60 60 60 60 60 60

実績値 28

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 100

あまり達成されていない

上がっている

あまり上がってい
ない

総合評価 普通である

自己分析：
夏季・冬季の休
業期間中を利用
し、学習に対す
る関心・意欲を
高めることを目
的にプログラミ
ングについて体
験した。
新型コロナウイ
ルス感染症対策
のため、募集定
員を制限して実
施したため、活
動指標は計画値
を下回ったが、
成果指標となっ
ている事業内容
の理解度は高
かった。
ＧＩＧＡスクー
ル構想で児童生
徒に１人１台タ
ブレット端末が
配布されたこと
から、役割は終
了したと判断
し、令和４年度
より高齢者向け
のデジタル活用
支援に移行し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症対策
のため募集定員
を制限して実施
したため活動指
標は計画値を下
回ったが、成果
指標は計画値を
達成し、プログ
ラミング的思考
を理解し活用し
ていく力を身に
つけることに一
定の成果があっ
たと考える。効
率性について
は、地域人材の
活用が難しく、
管外から講師を
招くこととなり
講師謝礼が増と
なったことか
ら、総合評価は
「普通である」
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 完了

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：参加延人数 指標の求め方：事業参加人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事業内容の理解度 指標の求め方：アンケートで参加者がプログラミングのことが分かったと回答した人の割合

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

60

成果指標１
（単位/％）

100

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
「プログラミング体験教室推進事業」については、GIGAスクール構
想により児童生徒に１人１台タブレット端末が配付され、日常的に
授業の中で学習機会が確保されていることから事業の役割は終了し
たと判断し、令和４年度以降実施しないこととした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

34,000 97,000 131,000 114,000 114,000 114,000 114,000 228,000 473,000

34,000 26,000 229,000 289,000 0 0 289,000

6,534 25,083 228,831 260,448 0 0 260,448

34,000 0 97,000 131,000 114,000 0 114,000 114,000 0 114,000 0 228,000 473,000

34,000 26,000 229,000 289,000 0 0 0 0 0 0 0 0 289,000

6,534 25,083 228,831 260,448 0 0 0 0 0 0 0 0 260,448

目的
(何のために実施する
のか）

実際の避難所生活に近い状況で体験することを通して、災害発生時に自分の命を最優先とし、正しい知識を持ち、判断
し、適切な行動ができる力を育てる。

地域の人材や関係部署・機関、必要に応じて専門的な知識・技能を持った専門家にも協力を得ながら、地域資源を活用
しつつ、学校の長期休業期間に防災に関する知識や技能を体験・実習を中心に学習する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

小学３年～６年生 事業参加者が防災に対して意識が向上したと評価される事業内容にすることにより、災害対応に対する理解が深まる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 子ども防災教室推進事業 令和元年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

令和元年度より、普段からの備え・訓練の大切さを理解し、また、災害に対する対応を学ぶことを通して、地域に対する関心を深めるために、隔年を基本として事業を実施することとした。
令和３年度は新型コロナウイルス感染症のため子ども防災教室を中止し、「防災ハンドブック」を製本して市内小中学校全児童・生徒・教職員に配付することにより災害への備えを啓発した。令和４年度に子ども防災教室事業を実施すること
とした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

消耗品費 34千
円

消耗品費 26千
円

消耗品費 15千
円
印刷製本費 115
千円
車借上料 99千
円

予算計上なし

前年度予算と
の比較

（増減理由）

事業内容の見直
しによる事業経
費の減（R元年
度予算との比
較）

事業内容の見直
しによる事業経
費の減

事業内容の見直
しによる事業経
費の増

隔年実施のため
皆減

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイル
スの影響により事
業を中止したが、
周知等事前準備用
消耗品のみ支出

同額 同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 20 20 20 20 ― 20 ― 20 ―

実績値 ― 8 9

計画値 100 100 100 100 ― 100 ― 100 ―

実績値 ― 100 100

あまり達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
令和３年度は新
型コロナウイル
ス感染症のため
子ども防災教室
を中止し、令和
４年度に実施す
ることとしたた
め、各指標に該
当する実績値は
ない。
事業当日参加者
に配付を予定し
ていた「防災ハ
ンドブック」を
関係部署の協力
を得て製本し、
市内小中学校全
児童・生徒・教
職員に配付する
ことにより、災
害への備えを啓
発した。

自己分析：
各小学校で実施
している「１日
防災教室」と事
業内容が類似し
ていたためか、
令和４年度に防
災教室を実施し
た小学校からの
参加者がなく活
動指標は計画値
を下回った。成
果指標は計画値
を達成し、防災
に関する知識や
技能を学ぶ機会
を提供すること
ができた。

自己分析：
活動指標は計画
値の半分にも及
ばず、目的地を
札幌とした長時
間のバス移動が
参加のハードル
を上げたものと
考える。
成果指標は計画
値を達成し、防
災意識を高める
機会を提供する
ことができた。
各小学校で実施
されている１日
防災教室と類似
しないよう、教
育委員会ならで
はの内容で事業
の在り方を考え
ていく必要があ
る。また、「防
災ハンドブッ
ク」についても
教育委員会が発
行する意義を考
え、実施の是非
を検討する。

判断理由：
活動指標は計画
値を下回った
が、成果指標は
計画値を達成
し、一定程度災
害に対する理解
を深めることが
できた。
効率性について
は、大きく変化
していないこと
を踏まえ、総合
評価は「普通で
ある」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 手段の見直し

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：参加人数 指標の求め方：事業参加人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：防災意識が向上した参加者の割合 指標の求め方：アンケートで参加者が事業に参加して防災に対する意識が向上したと回答した参加児童の割合

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

―

成果指標１
（単位/％）

―

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
北海道教育委員会の「１日防災学校」実施要綱に基づき、市内小中
学校持ち回りで授業等を実施することとなっていることから、その
内容を把握しながら社会教育事業として必要な学習機会は何か実施
方法も含め検討・協議が必要であるため、今後の方向性については
「手段の見直し」とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

8,000 8,000 8,000 24,000 8,000 8,000 24,000 8,000 8,000 8,000 8,000 32,000 80,000

8,000 8,000 8,000 24,000 8,000 0 32,000

0 0 0 0 0 0 0

8,000 8,000 8,000 24,000 8,000 8,000 24,000 8,000 8,000 8,000 8,000 32,000 80,000

8,000 8,000 8,000 24,000 0 0 8,000 0 0 0 0 0 32,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目的
(何のために実施する
のか）

少年が社会へ向けての意見、未来への希望などを発表する機会を設けることにより、広い視野と柔軟な発想や創造性な
どとともに、物事を論理的に考える力や自らの主張を正しく理解してもらう力を身につけ、少年の健全育成に対する理
解を深める契機とする。

中学校の教頭・担当教諭とともに実行委員会を組織し事業の企画運営をし、中学校または小学校にて選出した代表者が
主張の発表を行い、青少年健全育成に係るものによる審査委員が審査・講評を行い、表彰する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

少年・青年・成人・高齢者
出場者が参加して学び得たことがあったという実感が得られ、来場者が目的に沿った事業が推進されていると評価でき
る事業を展開することにより、自らの主張を正しく理解してもらう力の育成や少年の健全育成に対する理解が深まるこ
とにつながる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 少年の主張大会運営事業 平成23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成23年度より「砂川市少年の主張大会」として開催している。
令和５年度に中学校の統合が予定されていることから、開催方法等について実行委員会で検討する必要がある。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 8,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 8,000

予算計上額 8,000

予算計上額 8,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

費用弁償 8千円 費用弁償 8千円 費用弁償 8千円 費用弁償 8千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 同額 同額 同額

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイル
スの影響により空
知地区大会がビデ
オ審査となったた
め費用弁償不要

新型コロナウイル
スの影響により空
知地区大会がビデ
オ審査となったた
め費用弁償不要

空知地区大会が
砂川市開催と
なったため費用
弁償不要

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 90 90 90 90 80 80 80 80 80

実績値 22 25 58

計画値 85 85 85 85 85 85 85 85 85

実績値 100 92 97.9

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
令和３年度は、
新型コロナウイ
ルス感染症対策
として観覧に制
限を設けて実施
したため、活動
指標は計画値を
下回ったが、成
果指標となって
いる事業の達成
度は高かった。
中学生の思いや
考えを広く市民
に知ってもらう
ため、発表者全
員の主張文を
「オアシス通
信」に掲載し青
少年の健全育成
に対する市民の
理解を深める契
機となってい
る。

自己分析：
昨年度に引き続
き新型コロナウ
イルス感染症対
策として観覧に
制限を設けて実
施したため、活
動指標は計画値
を下回ったが、
成果指標は計画
値をほぼ達成
し、事業の満足
度は高かった。
中学生の思いや
考えを広く市民
に知ってもらう
ため、発表者全
員の主張文を
「オアシス通
信」に掲載し青
少年の健全育成
に対する市民の
理解を深める契
機となってい
る。

自己分析：
令和５年度は観
覧に制限を設け
ず開催した。活
動指標は計画値
を達成しなかっ
たが、前年度を
上回る来場者数
であった。
成果指標は計画
値を達成し、出
場者及び来場者
の満足度は高
い。
また、中学生の
思いや考えを広
く市民に知って
もらうため、出
場者全員の主張
文を「オアシス
通信」に掲載
し、青少年の健
全育成に対する
市民の理解を深
める契機となっ
た。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症対策
のため活動指標
は計画値に及ば
なかったが、成
果指標は計画値
をほぼ達成し事
業の満足度は高
く、青少年の健
全育成に対する
市民の理解を深
めることに一定
の成果があっ
た。
効率性について
は大きく変化し
ていないことを
踏まえ、総合評
価は「良好であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：出場者数・来場者数 指標の求め方：事業に出場した生徒または児童の数と来場者の人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事業の達成度 指標の求め方：アンケートで出場者が学んだことがあった、来場者が目的が達成できたと回答した人の割合

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

90

成果指標１
（単位/％）

85

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
中学生が自分の考えを市民に伝える体験を通して考えをさらに深め
るとともに、市民が青少年の健全育成に対する理解を深める機会と
して有意義であり、今後も継続していきたい事業であるため、中学
校統合による開催方法の見直しや、担当教諭の負担軽減のため運営
方法について検討する必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6－2－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

38,000 152,000 38,000 228,000 171,000 43,000 250,000 36,000 178,000 36,000 43,000 293,000 771,000

38,000 179,000 38,000 255,000 11,000 0 266,000

19,166 65,700 17,580 102,446 0 0 102,446

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

19,000 76,000 19,000 114,000 86,000 22,000 137,000 19,000 89,000 19,000 22,000 149,000 400,000

19,000 90,000 19,000 128,000 54,000 0 182,000

37,792 203,174 38,759 279,725 0 0 279,725

57,000 228,000 57,000 342,000 257,000 65,000 387,000 55,000 267,000 55,000 65,000 442,000 1,171,000

57,000 269,000 57,000 383,000 0 0 65,000 0 0 0 0 0 448,000

56,958 268,874 56,339 382,171 0 0 0 0 0 0 0 0 382,171

目的
(何のために実施する
のか）

少年の健全育成には、学校・家庭・地域が連携協力し安心安全な環境を確保するとともに、豊かな体験とより良い人間
関係を醸成することが基盤となる。日頃から子どもとのかかわりを深め、心通いあう環境づくりを進めることが肝要で
ある。そのため広く「あいさつ運動」を啓発展開し、心豊かな子どもの育成に努める。

　・あいさつ運動強調週間の実施（春季、秋季の年２回）
　・物品の貸与（のぼり、腕章、たすき、啓発用テープ）
　・各実施団体や参加者の計画に基づいた自主的、日常的な活動。
　・各学校における児童会（生徒会）やPTA等を中心としたあいさつ運動。
　・日常における家庭でのあいさつの励行、地域における自主的な活動。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

児童生徒、地域住民
地域の子どもと大人が日ごろからあいさつを交わし、参加者が地域のコミュニケーションが図れたと評価できる事業を
展開することで、かかわりを深め、心の通いあう安全安心なまちづくりにつながる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 あいさつ運動推進事業 平成12年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成７年から８年にかけて、子ども達のいじめ問題に対する解決策を協議する「いじめ問題懇談会」にて、「あいさつ運動」を推進することが決定された。
平成11年には市内小中高及び一般市民より「あいさつ運動」標語を募集。
平成12年初めての実践活動として、PTA連合会が中心となり「あいさつ運動強調週間」を定め、小中高の保護者、地域住民が参加して啓発活動を行った。
平成13年度よりのぼりや腕章などを使用した啓発活動を開始した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額 36,000

予算計上額 11,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 29,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 65,000

予算計上額 65,000

予算計上額 54,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

消耗品費 57千
円

標語記念品代
　　　　　10千円
消耗品費　57千円
物品購入費
　　　　 202千円

消耗品費　57千
円

標語記念品代
10千円
消耗品費 55千
円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

標語記念品代及
び消耗品費の減
R2
記念品代当初な
し
消耗品費　58千
円

標語記念品代及
びのぼり・腕章
購入に係る経費
の増

標語記念品代及
び消耗品費の減

標語記念品代の
増

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 3,377 3,377 3,377 3,377 3,377 3,377 3,377 3,377 3,377

実績値 18 11 2,929

計画値 90 90 90 90 90 90 90 90 90

実績値 ― ― 90.3

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により実施方
法を変更したた
め、活動指標は
計画値を大きく
下回り、また、
成果指標に該当
する実績値はな
い。
事業として定着
しており、地域
で子どもを見守
る環境作りの醸
成に寄与してい
る。

自己分析：
昨年度に引き続
き、新型コロナ
ウイルス感染症
の影響により実
施方法を変更し
たため、活動指
標は計画値を大
きく下回った。
また、成果指標
に該当する実績
値はない。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症が５
類に引き下げら
れたため、４年
ぶりに通学路等
の街頭でのあい
さつ運動を再開
した。
活動指標は計画
値を下回った
が、コロナ禍を
経て社会活動が
低下したなかに
あっても多くの
市民の参加を得
て再開すること
ができた。
成果指標は計画
値を達成し、子
どもたちと地域
の関りを深め、
安全・安心なま
ちづくりを推進
した。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により実施方
法が社会教育課
職員による街宣
車での呼び掛け
活動のみの実施
となり、達成
度・成果につい
て実績値で評価
することは難し
いが、これまで
の取組みにより
子どもとのかか
わりを深める機
会、地域に集う
大人たちの情報
交流やコミュニ
ケーションの場
として定着して
いる事業であ
る。
効率性について
は大きく変化し
ていないことを
踏まえ、総合評
価は「良好であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：参加人数 指標の求め方：強調週間の延べ参加人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：安心安全なまちづくりの推進度 指標の求め方：参加者アンケートで地域のコミュニケーションが図られたと回答した人の割合

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

3,377

成果指標１
（単位/％）

90

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
新型コロナウイルス感染症の影響により社会教育課職員による街宣
車での呼び掛け活動のみの実施となったため市民参加は得られな
かったが、令和５年度に新型コロナウイルス感染症が５類感染症に
引き下げられたことに伴い、参加者も回復していくものと考え、学
校・家庭・地域住民と子どもがコミュニケーションを図るきっかけ
づくりを推進するため「現状のまま継続」とする。
また、令和８年度の学校統合に向けて、スクールバス停留所の配置
等を踏まえ、実施方法等を検討していく必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

42,000 42,000 42,000 126,000 42,000 42,000 126,000 42,000 42,000 42,000 42,000 168,000 420,000

42,000 42,000 42,000 126,000 42,000 0 168,000

24,510 39,130 39,180 102,820 0 0 102,820

42,000 42,000 42,000 126,000 42,000 42,000 126,000 42,000 42,000 42,000 42,000 168,000 420,000

42,000 42,000 42,000 126,000 0 0 42,000 0 0 0 0 0 168,000

24,510 39,130 39,180 102,820 0 0 0 0 0 0 0 0 102,820

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

会議委員欠席及
び辞退者分の減

会議委員欠席及
び辞退者分の減

会議欠席及び辞
退者分の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 同額 同額 同額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

委員報酬　39千
円
費用弁償　 3千
円

委員報酬　39千
円
費用弁償　 3千
円

委員報酬　39千
円費用弁償　 3
千円

委員報酬 39千
円
費用弁償 3千円

事 業 費 合 計 計　画　額 42,000

予算計上額 42,000

予算計上額 42,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 42,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

青少年問題協議会委員は、定数を13人以内、任期は２年とし、教育委員会教育長、関係行政機関の職員及び青少年の指導、育成等に係る組織団体において活動する方により組織されている。また、青少年問題協議会の会長は教育委員会教育長
とし、互選により副会長１人を置く。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

青少年の指導、育成及び保護についての調査検討を行い、必要に応じ各種情報資料の交換、収集並びに関係機関の活動
の促進を図るなど具体的対策の樹立に関する事務をつかさどる。

青少年の健全育成に関する諸課題を関係行政機関と調整を図り、意見を述べる。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

青少年問題協議会委員
関係行政機関が一同に会し出席できる機会を設けることにより、青少年の健全育成に関する諸課題の情報共有や調整を
図ることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 青少年問題協議会運営事業 昭和37年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 12 12 12 12 12 12 12 12 12

実績値 11 11 12

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 92 92 100

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
年間１回の会議
で委員の変更も
あり、協議会の
趣旨の理解、善
行青少年表彰者
の決定や警察か
らの情報提供等
を行った。活動
指標、成果指標
とも計画値を下
回ったが、青少
年問題の共通認
識を深めた。

自己分析：
活動指標・成果
指標ともに若干
計画値を下回っ
たが、情報交換
等を行い、青少
年の健全育成・
非行防止を図
り、共通認識を
深めた。

自己分析：
活動指標・成果
指標ともに計画
値を達成した。
情報交換等を行
い、青少年の健
全育成・非行防
止・安全確保に
向けて共通認識
を深めた。

判断理由：
活動指標・成果
指標ともに若干
計画値を下回っ
たが、青少年の
健全育成に関わ
る団体の代表者
が一堂に会し情
報共有を行うこ
とは、非行防止
や安全確保に関
する対応につな
げることができ
る体制づくりに
一定の成果が
あったと考え
る。
効率性について
は大きく変化し
ていないことを
踏まえ、総合評
価は「普通であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
児童・生徒を取り巻く環境が複雑化・多様化している状況の中で、
関係団体間の連携が不可欠であり、協議会の開催内容の充実を図り
ながら「現状のまま継続」とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

12

成果指標１
（単位/％）

100

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：委員出席率 指標の求め方：出席委員数/委員数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：参加人数 指標の求め方：出席委員数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

28,000 28,000 28,000 84,000 27,000 27,000 81,000 17,000 17,000 17,000 17,000 68,000 233,000

28,000 30,000 26,000 84,000 27,000 0 111,000

26,122 27,800 23,384 77,306 0 0 77,306

28,000 28,000 28,000 84,000 27,000 27,000 81,000 17,000 17,000 17,000 17,000 68,000 233,000

28,000 30,000 26,000 84,000 0 0 27,000 0 0 0 0 0 111,000

26,122 27,800 23,384 77,306 0 0 0 0 0 0 0 0 77,306

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

同額 会議委員欠席者
分の減

欠席委員費用弁
償の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 費用弁償の増 費用弁償の減 費用弁償の増

実　績　額 0

事業費予算の
内容

費用弁償　17千
円
消耗品費　11千
円

費用弁償　19千
円
消耗品費　11千
円

費用弁償　15千
円消耗品費　11
千円

費用弁償 16千
円
消耗品費 11千
円

事 業 費 合 計 計　画　額 27,000

予算計上額 27,000

予算計上額 27,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 27,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和38年度に「青少年補導センター」発足した。
平成13年度に「青少年指導センター」へ名称変更した。
平成14年度に「青少年指導センター」と「小中高生徒指導連絡協議会」とを発展的に解消し、「青少年指導センター」を設立した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

市内小･中・高等学校の児童生徒の校外生活についての意見交換・情報交流等を密にし、児童生徒の健全育成・非行防
止・安全確保などを図るため、砂川市青少年指導センターを設置する。

指導センター推進員会議の開催（月１回実施し、情報交換や問題点の協議を行う）
巡回指導（ＰＴＡ、警察の協力を得て、祭典や市民行事の際巡回指導を行う）
情報の提供（校外生活の心得の作成と配布、１１０番の家との連携）

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

指導センター推進員。
　推進員は、市内小学校、中学校及び高等学校の生徒指導担当者、砂川警察署生活安全課職員、指導主事、社会教育主
事がこれにあたる。

指導センター推進員会議での情報交換や問題点の協議を行うことで、青少年の健全育成、非行防止、安全確保が図られ
る。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 青少年指導センター推進事業 昭和38年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 122 122 122 119 119 54 54 54 54

実績値 131 128 114

計画値 90 90 90 90 90 90 90 90 90

実績値 91 89 86

達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
推進員が定例で
月１回情報交換
や問題を協議す
ることで市内の
関係者間で一貫
した共通認識が
図られ、非行の
未然防止や拡大
阻止に役立って
いる。
活動指標は計画
値を上回ってお
り、成果指標は
ほぼ計画値と同
じとなってい
る。

自己分析：
活動指標は計画
値を上回ってお
り、成果指標は
計画値をほぼ達
成した。推進員
が定例で月１回
情報交換や問題
点の協議を行う
ことで市内の関
係機関で共通認
識が図られ、非
行防止や安全確
保に繋がってい
る。

自己分析：
令和５年度に砂
川中と石山中が
統合し、推進員
数が１名減少し
たため、活動指
標は計画値に達
しなかった。
成果指標は計画
値を若干下回っ
たが、毎月１回
定例で情報交換
や問題点の協議
を行うことで市
内関係機関の共
通認識を深め、
非行防止や安全
確保が図られ
た。

判断理由：
活動指標・成果
指標ともに計画
値どおりとな
り、青少年の健
全育成・非行防
止・安全確保に
一定の成果が
あった。
効率性について
は大きく変化し
ていないことを
踏まえ、総合評
価は「良好であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
情報交換に留まらず、重要案件や学校の指導のみで終結しない案件
について、警察を交え協議し、進捗状況を情報共有する体制を維持
するため「現状のまま継続」とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

119

成果指標１
（単位/％）

90

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：推進員の会議参加率 指標の求め方：参加人数/推進員数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：推進員会議の延べ出席者数 指標の求め方：推進員会議の延べ出席者数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

374,000 203,000 203,000 780,000 194,000 194,000 582,000 194,000 194,000 194,000 194,000 776,000 2,138,000

374,000 213,000 198,000 785,000 194,000 0 979,000

330,914 203,883 183,908 718,705 0 0 718,705

374,000 203,000 203,000 780,000 194,000 194,000 582,000 194,000 194,000 194,000 194,000 776,000 2,138,000

374,000 213,000 198,000 785,000 0 0 194,000 0 0 0 0 0 979,000

330,914 203,883 183,908 718,705 0 0 0 0 0 0 0 0 718,705

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

参加者減による
事業経費の減

ＱＲコード申込
に変更分通信運
搬費減

参加者減による
記念品の減、世
話人会オンライ
ン化による食糧
費の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

延期された第73
回成人式の開催
経費分の増

延期された第73
回成人式の開催
経費分の減

参加者減による
事業経費の減

対象者減による
記念品の減

実　績　額 0

事業費予算の
内容

第73回成人式
消耗品費　27千円
食糧費　 142千円
印刷製本費 2千円
第74回成人式
記念品代 150千円
消耗品費　46千円
食糧費　　 5千円
印刷製本費 2千円

記念品代 145千円
消耗品費　51千円
食糧費　　 5千円
印刷製本費 2千円
通信運搬費10千円

記念品代 139千
円消耗品費　52
千円食糧費
5千円印刷製本
費 2千円

記念品 135千円
消耗品費 52千
円
食糧費 5千円
通信運搬費 2千
円

事 業 費 合 計 計　画　額 194,000

予算計上額 194,000

予算計上額 194,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 194,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

新成人が自ら考え企画運営する成人式になるようサポートしている。
平成18年度より交流センターゆうに会場を移し、平成19年度からはスイートロードとの連携により市内のお菓子を提供するようになり保護者の参加も増加している。
新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度の第73回成人式が約１年後に延期となり、令和４年１月に実施した第73回、第74回は感染症拡大防止対策として内容を変更して行った。
改正民法が施行され、成年年齢が18歳となったため、令和４年度からの式典については、対象者を従前のとおり実施年度において20歳となる者とし、また、事業名称については、現在の「砂川市成人式」から「砂川市はたちの集い」に変更す
ることとした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

新成人同士のつながりを再確認し、更に絆を深められる場を設定することにより、市への愛着心を深めるとともに、社
会人の一員としての自覚を認識する場とする。

新成人で世話人会を組織し、世話人会が成人式の内容を企画・運営する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

新成人
新成人自らが式を企画・運営することにより、その世代に合った企画で実施でき、新成人が主体的に参画できる内容に
することで、可能な限り多くの新成人が参加するようになり、郷土への帰属意識や社会人としての自覚が喚起される。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 はたちの集い運営事業 昭和23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 10 10 10 10 8 8 8 8 8

実績値 第73回成人式　11
第74回成人式　10 11 6

計画値 70 70 70 70 70 70 70 70 70

実績値 第73回成人式　60
第74回成人式　71 67.9 70.4

達成されている

変わらない

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
新成人の人口減
少や市外転出等
により新成人世
話人が減少傾向
にあるが、新成
人が主体的に事
業の企画段階か
ら参画できる体
制を維持しなが
ら実施できてい
る。
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により第73回
成人式を延期し
実施した。活動
指標の計画値
は、第73回、第
74回成人式とも
計画値を達成し
た。成果指標の
実績値は第73回
成人式は計画値
を下回った。

自己分析：
活動指標は計画
値を達成し、人
口減や市外転出
等により対象者
が減少するな
か、成人が主体
的に事業の企画
段階から参画す
る体制を維持し
た。新型コロナ
ウイルス感染症
の影響からか成
果指標は計画値
に及ばなかった
が、成人同士の
つながりを再確
認し、地元への
愛着心を深める
ことができた。

自己分析：
人口減少や市外
転出等により世
話人の担い手が
減少し、活動指
標は計画値に達
しなかった。
成果指標は計画
値を達成し、厳
粛な式典と世話
人の企画による
交流を通じて、
故郷砂川を再認
識できる場を提
供することがで
きた。

判断理由：
成果指標が計画
値に及ばなかっ
たものの、成人
が世話人会を組
織し主体的に成
人式（はたちの
集い）の内容を
企画・運営する
ことは、交流を
通じて郷土の良
さを再認識でき
る機会となって
おり、地元への
愛着心を深める
ことに一定の成
果があった。
参加者の出欠確
認をハガキから
二次元コードに
変更し、経費の
縮減を図られ効
率性は若干上
がっており、総
合評価は「良好
である」と判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
成人が世話人会を組織し、主体的に参画・運営する成人式（はたち
の集い）は地域ぐるみで成人の人生の節目を祝福する機会となって
いる。故郷砂川を再認識できる場として重要であり、引き続き成人
主体となるよう「現状のまま継続」とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

10

成果指標１
（単位/％）

70

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：新成人の参加率 指標の求め方：新成人参加人数／新成人参加対象数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：世話人の参加人数 指標の求め方：世話人の参加人数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

46,000 46,000 46,000 138,000 23,000 23,000 69,000 23,000 23,000 23,000 23,000 92,000 299,000

47,000 52,000 30,000 129,000 6,000 0 135,000

0 24,000 4,994 28,994 0 0 28,994

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

42,900 42,900 0 0 42,900

25,000 25,000 25,000 75,000 12,000 12,000 36,000 12,000 12,000 12,000 12,000 48,000 159,000

24,000 27,000 61,000 112,000 29,000 0 141,000

0 22,530 3,706 26,236 0 0 26,236

71,000 71,000 71,000 213,000 35,000 35,000 105,000 35,000 35,000 35,000 35,000 140,000 458,000

71,000 79,000 91,000 241,000 0 0 35,000 0 0 0 0 0 276,000

0 46,530 51,600 98,130 0 0 0 0 0 0 0 0 98,130

目的
(何のために実施する
のか）

児童期からの職業や仕事に対する意識付けをし、キャリア教育の推進、家庭教育支援の推進を図る。 家庭教育サポート企業の協力を得て、低学年、中・高学年ごとに職場の見学や簡単な業務や作業を体験する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

小学生 事業参加者が楽しく参加できたと評価される事業内容にすることにより、職業や仕事に対する関心が深まる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 子ども職場体験推進事業 平成28年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成28年度から小学生を対象に事業を開始している。また、中学校におけるインターンシップ等についても要請に基づき職場の選定等協力を行っている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額 23,000

予算計上額 6,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 12,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 35,000

予算計上額 35,000

予算計上額 29,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

バス借上料
　　　　 71千
円

バス借上料
　　　　 79千
円

バス借上料
　　　　 91千
円

バス借上料 35
千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

バス借上料の増 バス借上料の増 職場体験活動を
市外への施設見
学の活動に変更
したため

事業回数減によ
るバス借上料の
減

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルスの影響によ
り事業が中止と
なり支出なし

移動方法をバス
からタクシーに
変更した分減額

冬季の職場体験
の移動方法をバ
スからタクシー
に変更したこと
による減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 40 40 40 40 40 40 40 40 40

実績値 ― 20 22

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 ― 100 100

ほぼ達成されている

上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
家庭教育サポー
ト企業の協力を
得て実施する事
業としている。
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止と
なったため、各
指標に該当する
実績値はない。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響がある中、家
庭教育サポート
企業の協力を得
て夏季・冬季の
２回実施するこ
とができた。活
動指標について
計画値には及ば
なかったものの
成果指標につい
ては計画値を達
成し、参加者の
満足度は高く職
業や仕事に対す
る関心が深まっ
た。

自己分析：
活動指標は前年
度より増加した
ものの、計画値
を達成しなかっ
た。プログラム
内容により定員
を設けているた
め計画値を達成
するのは難し
い。
成果指標は計画
値を達成し、
様々な体験を通
して仕事に対す
る意識を高める
機会となり、
キャリア教育、
家庭教育の推進
が図られた。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により活動指
標は計画値に及
ばなかったが、
成果指標は計画
値を達成し児童
期から職業や仕
事に対する意識
付けをし、キャ
リア教育の推
進、家庭教育支
援の推進に一定
の成果があっ
た。
効率性について
は、職場体験に
伴う車借上料に
補助金を活用し
経費の縮減を
図っていること
を踏まえ、総合
評価は「良好で
ある」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業参加人数 指標の求め方：事業参加人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事業の満足度 指標の求め方：参加者アンケートで「とても楽しかった」、「楽しかった」たと回答した参加児童の割合

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

40

成果指標１
（単位/％）

100

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
今後キャリア教育がより一層重視されていくことを踏まえ「現状の
まま継続」とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6－2－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目的
(何のために実施する
のか）

各学校区を中心とした住民が「コミュニケーションを図る場」として学校の施設を有効に活用し、「自主運営・自主管
理」しながら地域のつながりを持つことで、子どもを育てるより良い環境づくり、また生涯学習の推進を図る

開設期間　４月～翌年３月（学校休業日を除く）　　　開設場所　市内小中学校７校
開設時間　原則午後６時～午後９時　　　　　　　　　開設内容　文化、スポーツ、レクリェーション活動
運営管理　各学校に組織する運営委員会

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民
学校を中心に市民が集い、交流を深めることで、地域の教育力が高まり、地域で子どもを育てる環境づくりが整備され
る。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 地域サークル活動推進事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－3－4 社会教育課社会教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成12年度までは、学校開放規則に基づき、事業主事補(教頭)に、勤務時間外の報償費（1回1,500円）を支出し運営していた。
平成13年度からコミュニティ・スクール事業実施要領に基づき、コミュニティ・スクール運営委員会をすべての小中学校(7校)に設置し自主運営・自主管理で実施している。
平成30年度から、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、学校評議員制度から学校運営協議会制度に移行し、これの通称を「コミュニティ・スクール」としたことに伴い、「地域サークル活動」に事業名称を変更し実施して
いる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 27 27 27 27 27 ― ― ― ―

実績値 25 19 19

計画値 15,900 15,730 15,570 13,920 13,750 ― ― ― ―

実績値 8,129 12,433 10,039

ほぼ達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により事業を
休止した期間が
あったたため、
成果指標が計画
値を大きく下
回ったものの、
年間を通して使
用する団体や利
用者が概ね円滑
に活動できてい
る。
また、新型コロ
ナウイルス感染
症防止対策に係
る実施状況の点
検を行った。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により活動指
標・成果指標と
もに計画値を下
回っているもの
の、成果指標に
ついては昨年度
より上がってい
る。
感染症対策を行
いながら活動は
円滑に展開でき
ている。

自己分析：
人口減少やコロ
ナ禍を経て社会
活動が低下した
影響もあり、活
動指標・成果指
標ともに計画値
を達成しなかっ
た。
利用者数は減少
しているものの
学校施設を有効
に活用し、地域
住民のコミュニ
ケーションを図
る場として、子
どもから大人ま
で異年齢の学習
活動の場として
重要な役割を果
たしている。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により活動指
標・成果指標と
もに計画値を下
回っているもの
の、学校の施設
を有効に活用し
「自主運営・自
主管理」しなが
ら地域のつなが
りを持ち、子ど
もを育てるより
良い環境づくり
と生涯学習の推
進に一定の成果
があった。
効率性について
は、大きく変化
していないこと
を踏まえ、総合
評価は「良好で
ある」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：利用団体数 指標の求め方：学校開放使用許可団体の数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：年間延べ利用者数 指標の求め方：年間延べ利用者数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/団体）

27

成果指標１
（単位/人）

14,090

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
学校を中心に市民が集い、交流を深めることで地域の教育力が高ま
り、地域で子どもを育てる環境づくりを推進するため「現状のまま
継続」とするが、令和８年度の学校統合に伴う閉校後の各サークル
活動について意向を調査し、検討を進める必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)


